
障害者福祉施策に関する提言 

 

障害者福祉施策の充実強化を図るため、国は、次の事項について積極的な措置を講

じられたい。 

 

１．障害者総合支援法について 

（１）障害者総合支援法に基づく制度の見直しの検討に当たっては、障害者の生活が

保障された安定的な制度となるよう、関係者や都市自治体の意見を十分に反映す

ること。 

また、制度を改正する際には、都市自治体、利用者及び事業者等が円滑に移行

できるよう、制度設計の速やかな情報提供等に十分配慮するとともに、システム

改修費等の諸費用について十分な財政措置を講じること。 

（２）障害者の自立と社会参加に向けた施策の充実を図るため、自立支援給付、地域

生活支援事業、障害児通所支援事業、相談支援事業等について、都市自治体の超

過負担が生じないよう、地域の実態を踏まえ、十分な財政措置を講じるとともに、

障害特性等を考慮した障害福祉サービスや相談支援体制の充実・見直し等を図る

こと。 

（３）障害福祉サービス等の利用計画作成に係る相談支援事業について、その着実な

推進のため、相談支援専門員の養成・確保や指定特定相談支援事業所の増設等の

体制整備に必要な支援措置を講じるとともに、利用計画案の有無を支給決定要件

から除外するなど、環境整備を行うこと。 

また、代替プラン作成の期間を延長する場合、体制整備のための支援策を講じ

ること。 

（４）事業者の参入を促すとともに、安定的な事業運営及びサービス提供が可能とな

るよう、サービスの利用実態等を十分踏まえ、報酬単価の見直しや財政措置の拡

充を含め、必要な措置を講じること。 

また、事業所の偏在を防ぎ、各地域に適切に設置される仕組みを構築すること。 

（５）自立支援医療について、障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担の軽減

措置と同様の措置を講じること。 

（６）人工内耳について、補装具として位置付けるとともに、更新時においても健康

保険を適用できるようにする等、利用者負担の軽減を図ること。 

 

 



（７）介護保険と障害福祉サービスの併給について、地域間で差が生じないよう一定

の基準を提示するとともに、介護保険に上乗せして支給する自立支援給付につい

て、所要の財政措置を講じること。 

また、障害福祉サービスを利用していた障害者が 65 歳の年齢に達し、介護保

険制度に移行した場合、障害者の負担の増加を生じないよう制度の見直しを図る

こと。 

（８）介護保険法における介護保険施設等について、障害福祉サービスにおける自立

支援給付の支給決定に係る居住地特例の対象とすること。 

（９）在宅の人工呼吸器利用者の非常用電源として、外部バッテリー及び発電機の予

備電源用具を日常生活用具給付等事業の対象用具に含めること。 

（10）精神障害者アウトリーチ推進事業について、都市自治体においても必要に応じ

て実施できるよう、実施主体の拡大を図るとともに、必要な財政措置を講じるこ

と。 

 

２．障害者差別解消法の施行に当たり、国は、対応要領及び対応指針を早期に示し、

合理的配慮の具体的内容を提示すること。 

また、都市自治体が対応要領を作成する際、対応要領が障害者の権利を守る基本

的な事項を定めるものであり、統一的な取扱いが必要であることから、技術的助言

を行うこと。 

さらに、合理的配慮、啓発活動や相談・紛争解決の体制整備等に必要な財政措置

を講じること。 

 

３．精神障害者に係る公共交通運賃、有料道路料金について、割引制度を設けるとと

もに、身体障害者及び知的障害者に係る運賃割引等の利用制限の撤廃や利用手続き

の簡素化等を関係機関へ要請すること。 

また、ＮＨＫ放送受信料免除に係る証明事務等について、人件費等の必要な経費

負担及び事務処理の簡素化を図るよう働きかけること。 

 

４．重度障害者等の障害者への医療費助成について、全国一律の助成制度を創設する

など十分な支援措置を講じること。 

 

 

 



５．発達障害児等に係る相談・支援等について、人材確保や拠点施設等の体制整備を

図るとともに、十分な財政措置を講じること。 

また、早期療養を実施するため、発症要因の更なる究明を図ること。 

 

６．障害者の地域での社会参加を保障するため、雇用の場の確保に取り組むこと。 

 

７．障害者等が障害者用駐車スペースを円滑に利用できるよう、「パーキングパーミ

ット制度」の全国的な導入を図ること。 

 

８．日常生活自立支援事業について、専門員等の拡充に向け必要な財政措置を講じる

とともに、身近な地域で支援を受けられるよう、実施主体の拡大を図ること。 

 

９．「手話言語法（仮称）」を制定すること。 

 

10．障害者控除について、自治体間の認定基準の差により不公平が生じないよう、障

害者に準ずる者の認定基準をより明確化すること。 
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